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1．はじめに 

現在，引張りを受ける鋼板を CFRP 板で補修する

場合，損失した部分に対する伸び剛性以上の伸び剛

性を有する CFRP 板が接着される 1)．この場合，欠

損深さが深くなると，欠損部が降伏する可能性があ

る．本研究は，欠損部が降伏することが接着剤のは

く離せん断応力に与える影響を明らかにする． 
2．基礎式 

 図-1に示すように，CFRP 板が上下に対称に接着

された，欠損を有する鋼板に引張応力 snσ が作用して

いる．欠損部の接着剤の厚さは大きいので，欠損部

の鋼板から CFRP 板に伝達される力は小さいと仮定

して，欠損部に存在する接着剤を無視する．欠損部

の鋼板が降伏していない場合に対して，欠損部の鋼

板に生じる応力 sdσ ，欠損部の CFRP 板に生じる応

力 cdσ ，欠損部の端の接着剤に生じるはく離せん断応

力 dτ と CFRP 板の端の接着剤に生じるはく離せん

断応力 lτ が次の様に与えられる 2)． 
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ここに， sE と cE ：それぞれ，鋼板と CFRP 板のヤ

ング率， eG ：接着剤のせん断弾性係数， h：接着剤

の厚さ， dl ：欠損部の鋼板の半長さ． 
 式(1)～(4)は，CFRP 板の接着長さ sl が無限に長い

と仮定した場合に対する結果である． 
式(1)において， sdσ を鋼板の降伏応力 sYσ に等しく

置いて，欠損部の鋼板が降伏した瞬間の作用応力

1snσ が次式で与えられる． 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

この時，欠損部の CFRP 板に生じる応力 cdσ は次式

で与えられる． 
(6) 

1snσ からの作用応力の増加分 1snsn σσ − に対して，

欠損部の鋼板の伸びは自由である．したがって，

1snsn σσ − に対するはく離せん断応力は， ssd tt =0 を

式(3)に代入することによって与えられる．この式に，

式(3)の snσ に 1snσ を代入した式を加え合わせること

により，欠損部の鋼板が降伏した後のはく離せん断

応力が次式で与えられる． 
 
 

欠損部の鋼板が降伏した後も， lτ は式(4)と同形に

なる． 
3．鋼板応力，CFRP 板応力，はく離せん断応力の特性 

表-1に示す材料特性を有するCFRP板接着鋼板に

おいて， ssd tt =0.5，dl =40mm，ct =1mm(ξ =0.845)，
h=0.32mm に対する snσ と sdσ の関係を図-2に示す．

式(5)が与える 1snσ は 238MPaである． snσ が 238MPa
以上で sdσ は降伏応力になる． snσ と cdσ の関係を図-3

に示す． snσ が 238MPa を超えると， cdσ の増加率が

大きくなる． snσ と dτ および lτ の関係を図-4 に示す．

snσ が 238MPa を超えても lτ の増加率は同じである 
 

 
 
 
 
 
 

ヤング率Es (GPa) 200
降伏応力σ sY (MPa) 355

CFRP板 ヤング率Ec (GPa) 165
接着剤 せん断弾性係数Ge(GPa) 1.176
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図-1 引張りを受ける CFRP 板接着鋼板 
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表-1 材料特性 
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が， dτ の増加率は大きくなる． 
4．鋼板応力，CFRP 板応力，はく離せん断応力の各応

力と鋼板の欠損比の関係 
損失した部分に対する伸び剛性に等しい伸び剛性

を有する CFRP 板の剛性比と鋼板の欠損比の関係は

次式で与えられる． 
 

 
式(8)を満たし， snσ ＝210MPa に対する sdσ と ssd tt

の関係を図-5に示す． sdσ は 210MPa 以上である．す

なわち， sdσ は常に作用応力 snσ 以上である．dl =5mm
に対して， sdσ は降伏する． cdσ と ssd tt の関係を図-6

に示す．欠損部の鋼板の半長さ dl が小さくなるに従

って， cdσ は低下する． dτ または lτ と ssd tt の関係を

図-7に示す． dl が小さくなるに従って， dτ は低下す

る． lτ は常に dτ より大きい． 
5．結論 

損失した部分に対する伸び剛性に等しい伸び剛性

を有する CFRP 板を接着した場合，欠損部の鋼板の

応力は作用応力よりも常に大きくなる．欠損部の鋼

板の降伏は，欠損部の端のはく離せん断応力に影響

するが，CFRP 板の端のはく離せん断応力には影響

しない．後者のはく離せん断応力は常に前者のはく

離せん断応力より大きいので，欠損部の鋼板の降伏

は CFRP 板のはく離に影響しない． 
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図-6 cdσ と ssd tt の関係 

図-7 τ と ssd tt の関係 
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図-2 snσ と sdσ の関係 
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図-3 snσ と cdσ の関係 
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図-4 snσ とτ の関係 
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図-5 sdσ と ssd tt の関係 
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